



























In Japan, the shortage of labor supply is concerning because with
an aging society fewer children are born. The government has provided
a policy that women can work with child care to pull up the female
labor participation. In addition, an increase in elderly labor supply is
positively considered. This paper sets the model of endogenous elderly
labor supply and examines how the subsidy to pull up the elderly
labor supply affects the elderly labor supply, the intergenerational wage
inequality, the variables in macroeconomic and others. In addition, this
paper examines if the aging population increases, how these variables
change.
The results obtained by this paper show that the subsidy policy
raises the elderly labor supply and reduces the elderly wage rate.
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However, the younger wage rate increases. Due to an aging population,
the pension benefit managed by pay-as-you-go decreases and this effect
increases the elderly labor supply. However, if we consider the capital
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1. はじめに
少子高齢化が進む日本では、労働力不足を補うために高年齢者層の雇用は積
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もちろん、図で示された高年齢者の就労の増加は、平均寿命の増加によるも
のも大きいと考えられる。例えば、2001年から 2016年の変化を見ると、平均
寿命は男性で 78.07歳から 80.98歳へ、女性で 84.93歳から 87.14歳へと上昇
している。日常生活に支障がない期間とされる健康寿命は男性で 69.40歳から








































































1−θ, 0 < θ < 1, 0 < ε < 1. (1)














































(1 − ε)n . (5)
1− dt は退職までの労働期間と考えることができる。退職時期を自らは選択で
きず、強制的な退職のタイミングに直面する場合を考えてみよう。退職までの



























老年期の消費 c2t+1、余暇 dt+1 から得られるものとする。具体的な効用関数
として次のような対数効用関数を仮定する。
ut =α ln c1t + β ln c2t+1 + (1 − α − β) ln dt+1,
0 < α < 1, 0 < β < 1, α + β < 1. (7)
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　若年期は 1単位の労働を非弾力的に供給し、その結果得られた可処分所得を
消費と貯蓄に分ける。若年期の予算制約式は次のように示される。













(1 − τ)w1t +















c2t+1 = β(1 + rt+1)
„






(1 − α − β)
„
















供給を示す (13)式は時間の変数として t期と t + 1期が入っており、動学が
発生することとなる。ではこのモデルの均衡解を出すために資本ストックの蓄
積方程式を導出しよう。資本市場の均衡式は Kt+1 = Ntst である。なお Nt
は若年世代の人口サイズである。この時、資本市場の均衡式は次のように示さ
れる。


































































(19)と (20)より dt+1 は最終的に次のように示される。
dt+1 = (1 − α − β)
„
θ(1 − dt+1) + α(1 + σ)(1 − θ)(1 − ε)





づけることができる。kt が与えられることにより kt+1 が与えられ、均衡解を
得ることができる。
















































































































α(1 − θ)(1 − ε)nk































































c2t+1 = β(1 + rt+1)
„









(1 − α − β)
„












pt+1 = nδw1t+1. (28)
これまでの方法と同じようにして定常状態における高齢者の労働供給と資本ス
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(1 − α)(1 − θ) +
αεδ
1 − α + εδ
«
(1 − d) + α(1 − ε)
1 − α
«

































































































ut = α ln c1t + (1 − α) ln c2t+1 + φt+1, 0 < α < 1. (31)
なお、φt+1 は余暇を選択した場合は φt+1 = φ > 0、労働を選択した場合は
φt+1 = 0をとる変数である。
次に予算制約式についてであるが、若年期の予算制約式は次のように考える。
(1 − δ)wy = c1t + st. (32)
ただし、wy は若年労働の賃金率、δ は年金保険料率、st は貯蓄である。
次に、老年期の予算制約式についてであるが、老年期において働かない場
合、年金を受け取ることができる。この時の予算制約式は次の通りである。





































c2t+1 = (1 + r)(1 − α)
„













c2t+1 = (1 + r)(1 − α)
„





















+ φ + α ln α + (1 − α) ln(1 + r)(1 − α).
(42)
　なお、ここで高齢者労働の賃金率については高齢者間で異質性があると仮定
する。具体的には、高齢者労働の賃金率 wo は [wo, wo]で一様分布していると
仮定する。（42）で示される働かない場合の効用よりも（41）で示される働く
場合の効用の方が大きい限り、老年期においても就労を行うこととなる。働く
場合と働かない場合の効用が同じになる個人の持つ wo を w∗o とすると、w∗o は
次の式を満たすように与えられる。
φ = ln
(1 − τ)wy +
w∗o
1 + r





























































若年労働の賃金については wy としているが、これについて 2種類の賃金を




の賃金を受け取る割合を π、1 − π とする。そして、wly の賃金を受け取った
者が老年期になった時、貯蓄もなく、最低限の生活を送るためには年金だけで
生活できないとなった場合、働くことを選択する。高齢者の内の 1− π は貧困
が理由で働くことになる。7)
一方、πの割合の高齢者の中で高齢者労働の稼得能力 wo が同じように一様分
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